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〔税財政の現状等について〕 
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総 務 省 

平 3 0 . 1 0 . 1 0
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地方財政の財源不足と借入金残高の状況

○ 地方財政は、6.2兆円の財源不足が生じており、約200兆円もの巨額の借入金残高を抱えている。

地方財政の財源不足の推移 地方財政の借入金残高の推移
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その他

公債費

投資的経費

社会保障関係費等
の一般行政経費

給与関係経費

歳出のピーク

近年の地方財政計画の歳出は、高齢化の進行等により社会保障関係費（一般行政経費に計上）が増加する一方で、
給与関係経費や投資的経費が減少していることから、全体としては抑制基調にある。

地方財政計画の歳出の推移
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　　（注）１　表中における計数は、超過課税及び法定外税等を含まない。

　　　　　２　平成28年度までは決算額、29年度は決算見込額（H30.7時点）、30年度は地方財政計画額である。

　　　　　３　括弧書きは、平成21年度以降、国から都道府県に対して譲与されている地方法人特別譲与税を含めたものである。
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　　　　　　 （注）　１　表中における計数は、超過課税を含まない。

            　２ 平成28年度までは決算額、29年度は決算見込額（H30.7時点）、30年度は地方財政計画額である。

　　　 　   　３ 地方法人二税の平成21年度以降の点線は、国から都道府県に対して譲与されている地方法人特別譲与税を加算した額。

　         　     （㉑ 0.6兆円、㉒ 1.4兆円、㉓ 1.5兆円、㉔ 1.7兆円、㉕ 2.0兆円、㉖ 2.4兆円、㉗ 2.1兆円、㉘1.8兆円、㉙1.8兆円、㉚2.0兆円）
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12.1

主要税目（地方税）の税収の推移

地方法人二税

固定資産税

地方消費税

（兆円）

所得譲与税
3.0兆円個人住民税

地方法人特別譲与税を含む

4




